
ーにおいて 発達に支援が必要な子どもの早期発見、早期療育を目的とする。また、子どもの発達や子育てをめぐる問題
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的 に関して、保護者が安心して地域で子育て出来るように支援する。また、保健師の資質の向上も支援する。
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、
①１歳６か月児健診、３歳児健診時に発達や育児、親子関係など専門的な相談が必要であると保健師が判断 ①月２～３回木曜日の午後
した保護者に対して実施する。１歳６か月児健診には、心理相談員と理学療法士を派遣。３歳児健診には、 ②月１回木曜日もしくは火曜日の午後
心理相談員と言語聴覚士を派遣。 当該年度 ③月２回月曜日
②５歳児健診時に保護者の希望により実施する。５歳児健診には、心理相談員を派遣。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ③１歳６か月時健診、３歳児健診、５歳児健診、保健師の訪問相談及び電話相談後の事後相談として子育て
相談を実施する。子育て相談には、心理相談員を派遣。
④健診や子育て相談の事後カンファレンスに参加し、保健師の質の向上を図る。 合計相談件数 想定値 400当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 424

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地域で安心して、子どもの発達状況に応じた子育てができる保護者が増加する。 直接 相談実施件数 件 379 400

令和 2年度 地域で安心して、子どもの発達状況に応じた子育てができる保護者が増加する。 直接 相談実施件数 件 410

令和 3年度 地域で安心して、子どもの発達状況に応じた子育てができる保護者が増加する。 直接 相談実施件数 件 410

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

各種健診に心理、ＰＴ、ＳＴを派遣 各種健診に心理、ＰＴ、ＳＴを派遣 各種健診に心理、ＰＴ、ＳＴを派遣 各種健診に心理、ＰＴ、ＳＴを派遣

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.45 0.45 0.45 0.45 0.45
正職員人件費 3,960 3,960 3,960 3,960 3,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,960 3,960 3,960 3,960 3,960
(11)単位費用

7.62千円／件 9.9千円／件 9.34
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　子育て能力の低下、育児環境の変化が指摘されている現在、子どもの健やかな成長・発達を促すためには、保護者の育 ●①事前確認での想定どおり
児能力の向上や情緒の安定が必要不可欠である。よって、心理相談員による相談、理学療法士による相談、言語聴覚士に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ よる相談を実施することで子どもの発達や子育てをめぐる環境に対して不安を軽減させ、子どもの心身の発達を促すこと ○要
   背景は？(事業の必要性) が必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

子どもの健やかな成長と発達を促し、保護者の育児能力の向上や情緒を安定させるために、早期に専門職の介入が必要だ
った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 健診事業や子育て相談において、子どもの発達状況をアセス

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 メントし、保護者からの相談に対応できる人材の確保は、民
□その他 　促進された 間等では困難と考える。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業にそぐわない

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
事業にそぐわない

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
379 400 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

出生数の低下により健診対象児数は減少したが、相談件数はほぼ例年通りだった
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 424 106

。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,960 0 3,960 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 10.1

件 10万円 10.71 106.04

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
発達に支援が必要な子どもを早期に発見し、必要に応じてこども発達センターを紹介して発達支援を行うことは、保護者と子どもの愛着形成を
促し二次障害を防ぎ、社会に適応できる大人になると考えることから、現状通り事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 460 課コード 1706 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 乳幼児期健康相談 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・こども発達センター

個別事業 発達支援に関する専門職員の派遣 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,960 千円 (うち人件費 3,960 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点４ ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画・子ども総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必要な子どもに対しては、児童発達支援センターの機能を有するこども発達センタ



発達支援センターの機能を有するこども発達センターにおいて 一人ひとりの園児に合った発達支援と保護者支援を行い、日常生活における基本動作の習得、集団生活への
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的 適応、そして心身の発達を支援する。
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、
 児童福祉法に規定する児童発達支援事業である。支給決定を受けた児童が対象となり、契約による利用と 児童発達支援の必要な就学前の園児を対象に発達支援を行う。平成３１年４月から平成３２年３月末まで利
なる。利用日数は相談支援事業所の作成する児童発達支援計画の内容に基づき決定する。０歳児～２歳児親 用契約を締結し通園する。３・４・５歳児クラス、乳児クラス共に最大週５日の通園を実施。保育園・幼稚
子通園、３歳児～５歳児は親子通園と母子分離。児童発達支援管理責任者が個別支援計画を作成しサービス 当該年度 園との併用通園を月～金曜日のどの曜日でも通園可能とする。子どもの特性に合わせた療育と保護者のニー
を提供する。 執行計画 ズに合わせてより通園しやすい運営を始める。子どもの特性に合わせた部分統合保育、クラス参加の交流保

(3)事業内容 内　　容 ＜事業の具体的な内容＞ 育、親子での園外療育、教育委員会と共催の親子スポーツイベントなどより質の高い療育と保護者支援に取
　日常生活における基本動作（着脱衣、排泄、食事、遊び、言葉、コミュニケーション）の習得の支援をす り組む。
る 。活動プログラムを通じた運動能力、身体感覚、製作活動、音楽・リズム運動、小集団活動等の能力を 児童発達支援事業利用児童の出席率 想定値 80当該年度
育成する。遠足、親子園外療育を通じて社会性を伸ばす。個別面談、介助指導、食育指導、育児相談、就園 単位 ％

活動結果指標 実績値 82・就学相談等を通して家庭での育児を支援する。小児科検診、身体測定、歯磨き指導を通して、園児の心身

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 一人ひとりの児童の発達を促す。 直接 出席率 ％ 76 80

令和 2年度 一人ひとりの児童の発達を促す。 直接 出席率 ％ 83

令和 3年度 一人ひとりの児童の発達を促す。 直接 出席率 ％ 85

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託医報酬及び共済費 229 嘱託医報酬及び共済費 229 229 嘱託医報酬及び共済費 229 嘱託医報酬及び共済費 229
臨時職員社会保険料 4,780 臨時職員社会保険料・雇用保険料 3,832 3,178 臨時職員社会保険料・雇用保険料 4,119 臨時職員社会保険料・雇用保険料 4,119
臨時職員雇用保険料 392 臨時職員賃金　１２名 24,294 20,059 臨時職員賃金　１2名 26,064 臨時職員賃金　１2名 26,064
臨時職員賃金 30,970 研修旅費・普通旅費 102 101 研修旅費・普通旅費 102 研修旅費・普通旅費 102
研修旅費 25 消耗品 308 308 消耗品 308 消耗品 308
消耗品 604 燃料費 252 205 燃料費 252 燃料費 252
燃料費 177 通連協負担金 9 9 通連協負担金 9 通連協負担金 9

実施内容 研修負担金 43 賄材料費 4,687 2,964 賄材料費 4,687 賄材料費 4,687
賄材料費 4,647 医薬材料費 81 62 医薬材料費 81 医薬材料費 81

(8)施行事項
費　　用 医薬材料費 90 手数料・自動車重量税 348 259 手数料・自動車重量税 348 手数料・自動車重量税 348

手数料 297 自動車損害保険料・その他保険料 381 345 自動車損害保険料・その他保険料 381 自動車損害保険料・その他保険料 381
保険料 673 自立支援給付費請求システム保守委託料 130 130 自立支援給付費請求システム保守委託料 130 自立支援給付費請求システム保守委託料 130
通連協負担金 10 使用料及び賃借料（ＡＥＤ） 59 59 使用料及び賃借料（ＡＥＤ） 59 使用料及び賃借料（ＡＥＤ） 59
使用料及び賃借料（AED) 59 自立支援給付費請求システム更新業務委 54 54 自立支援給付費請求システム更新業務委 54 自立支援給付費請求システム更新業務委 54
療育用原材料費 22 給食委託料 6,527 6,516 給食委託料 6,527 給食委託料 6,527
給食委託料 6,761 バス委託料 3,664 3,472 バス委託料 3,664 バス委託料 3,664
バス委託料 3,880 修繕料・給食室修繕料 181 181 修繕料 99 修繕料 99
修繕料 50 嘱託職員報酬（看護師） 352 0 嘱託職員報酬（看護師、作業療法士） 2,113 嘱託職員報酬（看護師、作業療法士） 2,113

嘱託職員社会保険料・雇用保険料 78 0 嘱託職員社会保険料・雇用保険料 375 嘱託職員社会保険料・雇用保険料 375
嘱託職員費用弁償（交通費） 16 0 嘱託職員費用弁償（交通費） 96 嘱託職員費用弁償（交通費） 96

予算(決算)額 合　　計 53,709 合　　計 45,584 38,131 合　　計 49,697 合　　計 49,697
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △13,283 △8,627 △14,353 △4,514 △4,514

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 ■その他 66,992 □特会 ■受益 □基金 ■その他 54,211 52,484 □特会 ■受益 □基金 ■その他 54,211 □特会 ■受益 □基金 ■その他 54,211
換算人数(人) 5.8 5.9 5.9 5 5
正職員人件費 51,040 51,920 51,920 44,000 44,000

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 2,583 0 2,583 2,583
臨時職員賃金額 36,142 27,687 23,237 27,687 27,686

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 104,749 97,504 90,051 93,697 93,697
(11)単位費用

1,309.36千円／％ 1,218.8千円／％ 1,098.18
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

発達に支援が必要な児童とその保護者を対象とした児童発達支援事業を提供しているのは、市内ではこども発達センター ●①事前確認での想定どおり
のみで、その重要性は増してきている。一人ひとりの発達や状況に応じた療育サービス、子どもへの対応、子育て支援の ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 観点から、保護者へのより丁寧な支援を提供する必要があり、民間で同じサービスを提供するのは難しい状況にある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

親子両方への支援を提供することができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が直接業務を行うことにより、療育が必要な子どもとその

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 家族に対して広く公平に療育支援を行うことができるため。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業にそぐわない

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 再生紙の利用、節電等。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
再生紙の利用、節電等、エコに心掛ける。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
76 80 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

発達支援に専門的スキルのある職員を配置し、子どもの発達に合った支援を提供
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 82 102.5

し、保護者への支援も行っているため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 97,504 7,245 90,051 92.36
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.92

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 週５日登園の実施、及び併用児は子どもの予定に合わせ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 た登園を選択できるようにし、子どもと保護者のニーズ

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.08 に合わせた登園を可能にし、一人ひとりに寄り添った支

％ 10万円 0.09 112.5 援を行ったため。

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
療育支援をさらに向上させるため、外部講師による摂食指導を行うなど、より効率的・効果的な手法を実施し、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 462 課コード 1706 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 早期発見・早期療育 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・こども発達センター

個別事業 児童発達支援事業所「ひまわり園」による発達支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 14 人 (換算人数 5.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 99,115 千円 (うち人件費 51,920 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 97,504 千円 (うち人件費 51,920 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点４ ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画・子ども総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必要な子どもに対しては、児童



有するこども発達センターにおいて 発達に支援が必要な児童の言語、コミュニケーション能力の向上を目的とする。言語発達に関する保護者の
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的 相談にのり、子育て支援を行う。
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、
こども発達センターの処遇会議において、言語聴覚療法が必要と判断された児童に対して、原則月１回、５ ・訓練実施日　月曜日から金曜日、午前９時から午後４時。
０分の個別訓練・集団訓練を提供します。訓練の実施については、予約制です。 ・１回あたりの訓練時間　５０分
また、言語面に関することを中心に、保護者からの様々な相談を聞き、アドバイスします。 当該年度
集団療育（幼児）は、作業療法士、保育士と行います。 執行計画

(3)事業内容 内　　容  

実施率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 必要な子どもとその家族に必要な相談・訓練を行う。 直接 実施率 ％ 100 100

令和 2年度 必要な子どもとその家族に必要な相談・訓練を行う。 直接 実施率 ％ 100

令和 3年度 必要な子どもとその家族に必要な相談・訓練を行う。 直接 実施率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

言語聴覚士（嘱託職員）報酬（4名） 10,565 言語聴覚士（嘱託職員）報酬（４名） 9,548 9,548 言語聴覚士（嘱託職員）報酬（４名） 9,530 言語聴覚士（嘱託職員）報酬（４名） 9,530
共済費 1,748 共済費(社会保険料・雇用保険料） 1,598 1,080 共済費（社会保険料・雇用保険料） 1,598 共済費（社会保険料・雇用保険料） 1,598
費用弁償 418 費用弁償（交通費） 386 335 費用弁償 386 費用弁償 386
消耗品 15 普通旅費 20 18 普通旅費 20 普通旅費 20

消耗品 77 69 消耗品 77 消耗品 77

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 12,746 合　　計 11,629 11,050 合　　計 11,611 合　　計 11,611
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 9,512 8,479 8,103 8,461 8,461

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 3,234 □特会 □受益 □基金 ■その他 3,150 2,947 □特会 □受益 □基金 ■その他 3,150 □特会 □受益 □基金 □その他 3,150
換算人数(人) 1.05 1.25 1.25 1.25 1.25
正職員人件費 9,240 11,000 11,000 11,000 11,000

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 12,731 11,514 10,963 11,513 11,513
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 21,986 22,629 22,050 22,611 22,611
(11)単位費用

219.86千円／％ 226.29千円／％ 220.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　早期発見・早期療育が充実しつつある現在、訓練が必要な児童は増えている。市内には、就学前の児童に対する言語聴 ●①事前確認での想定どおり
覚療法を実施する施設が発達センター以外に1か所である。市が実施することによって、公平に安定してサービスを提供 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ することができること、また巡回相談や就学相談といった他の事業とも連携が図ることができ、より施策目的を達成する ○要
   背景は？(事業の必要性) ことができる。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

言語聴覚療法を早期に提供することで、子どもの発達支援だけでなく、巡回相談や就学相談など他の事業と連携を図るこ
とができたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 乳幼児期の児童を対象とした言語聴覚療法のサービスを提供

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 できる施設は、市内では少ない。また、市が実施することに
□その他 　促進された より、様々な家庭環境の児童と保護者に対してもサービスを

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 提供できるため。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業にそぐわない

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 再生紙の利用、節電等。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
再生紙の利用、節電等、エコを心掛ける。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切な事業実施に努めたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 22,629 △643 22,050 97.44
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.92

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.44

％ 10万円 0.45 102.27

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
言語聴覚士による乳幼児期の言語聴覚療法を受けられる市内の病院や民間事業所が少なく、サービスの提供が必要不可欠であることから、現状
どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 463 課コード 1706 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 早期発見・早期療育 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・こども発達センター

個別事業 言語聴覚士による相談・訓練 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 1.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 22,611 千円 (うち人件費 11,000 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 22,629 千円 (うち人件費 11,000 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点４ ○有 ●無 (計画名) 第４次健康福祉総合計画・

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必要な子どもに対しては、児童発達支援センターの機能を



おいて 運動発達の遅れ、心配のある児童に対して、個々の発達課題や現在、将来にわたる生活を考慮した指導、援
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的 助を行います。また、保護者の相談にのり、子育て支援を実施します。
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、
〇こども発達センターの処遇会議により理学療法が必要と判断された児童を対象に個別訓練を実施します。 月曜日～金曜日、午前９時～午後５時に実施。
理学療法士が概ね月１回から４回の頻度で個別の訓練・指導を行います。 〇個別訓練は対象児童に定期的に行うために、事前に日程調整を行う。
〇補装具や日常生活用具についての相談を受けます。来所相談を基本とし、事前予約にて対応します。 当該年度 ・１回の指導時間　５０分
〇身体についてを中心に発達全般について相談を実施しています。 執行計画 〇補装具相談は随時、予約にて実施。

(3)事業内容 内　　容 〇心理相談員と保育士と集団療育を実施します。

理学療法訓練を要する児童に理学療法訓練を提供できた割合（％） 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 必要な子どもとその家族に必要な相談・訓練を行う。 直接 実施率 ％ 100 100

令和 2年度 必要な子どもとその家族に必要な相談・訓練を行う。 直接 実施率 ％ 100

令和 3年度 必要な子どもとその家族に必要な相談・訓練を行う。 直接 実施率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 70 研修旅費 7 5 研修旅費 7 研修旅費 7
修繕料 260 消耗品 77 77 消耗品 77 消耗品 77

修繕料 78 52 修繕料 78 修繕料 78
備品購入費 57 56 備品購入費 57 備品購入費 57

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 330 合　　計 219 190 合　　計 219 合　　計 219
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 112 114 △7 114 114

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 218 □特会 □受益 □基金 ■その他 105 197 □特会 □受益 □基金 ■その他 105 □特会 □受益 □基金 □その他 105
換算人数(人) 0.95 0.4 0.4 1.15 1.15
正職員人件費 8,360 3,520 3,520 10,120 10,120

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,690 3,739 3,710 10,339 10,339
(11)単位費用

86.9千円／% 37.39千円／% 37.1
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市には運動発達に遅れを持つ児童が、継続的に安心して受診し、障害についてや将来の生活について相談できる医 ●①事前確認での想定どおり
療機関がなく、こども発達センターが部分的にその役割を担っています。このような状況で理学療法士の指導・援助を引 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ き続き行なっていくことは、必要なことと考えます。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

我孫子市には、肢体不自由児や運動発達に遅れがある児童に対して、相談や支援を受け入れる医療機関や療育機関がなく
、市の理学療法士による指導・援助が必要であるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 乳幼児期の児童を対象とした理学療法の提供は、市内では市

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が提供している以外の病院や事業所がないため。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業にそぐわない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 事業に見合わない。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
再生紙の利用、節電等、エコを心掛けている。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切な事業実施に努めたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,739 4,951 3,710 99.22
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

56.97

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.67

％ 10万円 2.7 101.12

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市内の病院、民間事業所などで乳幼児期の理学療法士による療育・相談が受けられるところがないため、サービスの提供が必要不可欠であるこ
とから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 465 課コード 1706 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 早期発見・早期療育 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・こども発達センター

個別事業 理学療法士による相談・訓練 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,739 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点４ ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画・子ども総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必要な子どもに対しては、児童発達支援センターの機能を有するこども発達センターに



センターの機能を有するこども発達センターにおいて ひまわり園を利用している児童が、サービス等利用計画に基づき、地域の中で他の児童とともに育ちあえる
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的 ことを目的とし、実施内容については個別療育計画を作成し実施します。
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、
　こども発達センターを利用し、その後、保育園、幼稚園に就園した児童について、集団生活に適応し、健 児童が入園した保育園、幼稚園と日程調整を行い、こども発達センターの専門職員が４月～翌年３月までの
やかに過ごしていけるように、移行支援として保育所等訪問支援を行います。当該事業は、生活の場で直接 期間、対象予定児童数１名に対し、最大月２回訪問します。心理相談員が中心となり、他の専門職と協働し
子どもへの支援を実施します。こども発達センターの他の専門職員（保育士、心理相談員、言語訓練聴覚士 当該年度 て発達支援します。
、理学療法士、作業療法士、社会福祉士）と協働し、児童の発達を支援します。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 　

実施率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 保育園、幼稚園の集団生活の中で必要とされる発達支援を行う。 直接 実施率 ％ 100 100

令和 2年度 保育園、幼稚園の集団生活の中で必要とされる発達支援を行う。 直接 実施率 ％ 100

令和 3年度 保育園、幼稚園の集団生活の中で必要とされる発達支援を行う。 直接 実施率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 48 消耗品費 48 0 消耗品費 48 消耗品費 48
燃料費 77 燃料費 67 47 燃料費 67 燃料費 67
手数料 15 手数料 17 17 手数料 16 手数料 16
修繕料 10 修繕料 10 5 修繕料 10 修繕料 10

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 150 合　　計 142 69 合　　計 141 合　　計 141
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △3,861 △183 △114 △184 △184

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 ■その他 4,011 □特会 □受益 □基金 ■その他 325 183 □特会 □受益 □基金 ■その他 325 □特会 □受益 □基金 ■その他 325
換算人数(人) 1.65 0.6 0.6 1.7 1.7
正職員人件費 14,520 5,280 5,280 14,960 14,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,670 5,422 5,349 15,101 15,101
(11)単位費用

146.7千円／％ 54.22千円／％ 53.49
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

発達に支援が必要な児童に対して、保育所等を訪問し、集団生活への適応のために子どもに対して直接的な支援を行う。 ●①事前確認での想定どおり
社会適応を促すことで、健全な発達を補償することができる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

保育所等を訪問し、社会適応を促すために、発達に支援が必要な児童に対して専門的な支援を行うことができたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 保育園における障害児の受け入れについて、普段からこども

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 発達センターと保育園等との連携が密に取れている関係にあ
□その他 　促進された り、子どもに合わせた支援を行うための職員配置が可能であ

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した るため。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業にそぐわない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 再生紙の利用。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
再生紙の利用、節電等を心掛けている。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

個々の発達に合わせた支援が提供できたことで、本人及び保護者の満足度の高い
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

ものになり、目標の達成につながったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,422 9,248 5,349 98.65
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

63.04

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.84

％ 10万円 1.87 101.63

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、児童が生活している地域（保育園や幼稚園等）に出向いて、直接支援を行うことができるとともに、関係機関の支援者に対する間接
的支援もでき、必要不可欠な事業となっていることから、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 466 課コード 1706 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 早期発見・早期療育 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・こども発達センター

個別事業 保育所等訪問支援事業所「おひさま」による発達支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,421 千円 (うち人件費 5,280 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,422 千円 (うち人件費 5,280 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点４ ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画・子ども総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必要な子どもに対しては、児童発達支援



ーにおいて 　発達に支援が必要な児童を適切な支援サービスにつなげ、保護者がより適切な関わりができるように、面
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的 接、訪問、他機関との連絡調整を通して、環境整備及び家族支援を行う。
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、
　発達に支援が必要な児童を療育に結びつけるため、受理面接、医療相談、相談支援事業所等民間事業所の 　必要な療育に結びつけるために、ケースワーカーが受理面接、医療相談、相談支援事業所への情報提供、
情報提供、面接、訪問等を通して療育の環境整備及び家族支援を行う。 面談、訪問する。相談は、原則、月曜日から金曜日の午前９時から１７時まで行っている。

当該年度 　利用児童ケース管理のため、平成３０年度より、児童相談支援システムを導入し、発達センター内の連携
執行計画 、他機関との連携に利用している。

(3)事業内容 内　　容

発達センターが支援対象とする児童数 想定値 858当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 762

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 発達に支援が必要な児童及びその保護者に、ケースワーク業務を行うことによって、適切な支援に結びつけることができる。 直接 こども発達センター利用者数 人 816 858

令和 2年度 発達に支援が必要な児童及びその保護者に、ケースワーク業務を行うことによって、適切な支援に結びつけることができる。 直接 こども発達センター利用者数 件 871

令和 3年度 発達に支援が必要な児童及びその保護者に、ケースワーク業務を行うことによって、適切な支援に結びつけることができる。 直接 こども発達センター利用者数 件 850

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

医療相談員報酬費 600 医療相談員報酬費 450 350 医療相談員報酬費 450 医療相談員報酬費 450
臨時社会保険料 310 消耗品費 30 10 消耗品費 30 消耗品費 30
臨時雇用保険料 24 印刷製本費 13 13 印刷製本費 13 印刷製本費 13
臨時社会福祉士賃金 1,937 修繕料 79 60 修繕料 79 修繕料 79
消耗品費 3 児童相談支援システム保守委託料 371 371 児童相談支援システム保守委託料 371 児童相談支援システム保守委託料 371
燃料費 100 嘱託職員報酬（１名） 2,113 2,113 嘱託職員報酬（１名） 2,113 嘱託職員報酬（１名） 2,113
印刷製本費 19 共済費（社会保険料・雇用保険料） 375 341 共済費（社会保険料・雇用保険料） 375 共済費（社会保険料・雇用保険料） 375

実施内容 幼児発達支援システム保守委託料 372 費用弁償 57 57 費用弁償 57 費用弁償 57
修繕料 70

(8)施行事項
費　　用 手数料 27

自動車損害保険 26
自動車重量税 35

予算(決算)額 合　　計 3,523 合　　計 3,488 3,315 合　　計 3,488 合　　計 3,488
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,523 3,488 3,315 3,488 3,488

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.6 0.6 0.5 0.5
正職員人件費 4,400 5,280 5,280 4,400 4,400

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 2,545 2,511 2,545 2,545
臨時職員賃金額 2,271 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,923 8,768 8,595 7,888 7,888
(11)単位費用

9.4千円／人 10.22千円／人 11.28
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　子どもを取り巻く環境は近年大きく変わってきており、核家族化による子育ての世代間伝達がうまく機能しなくなって ●①事前確認での想定どおり
いる。特に、発達に支援が必要な子どもを育てる保護者は、一般的な子育ての方法では子どもに対応することが困難にな ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ り、どう対応していいか分からず、深刻な悩みを抱えることが多い。そのため、発達センターが専門知識や高度な技術を ○要
   背景は？(事業の必要性) 使って環境整備を行い、保護者を支援することで早期支援が可能となり、子どもが大きくなって不適応や問題を起こす可 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

能性が低くなると考えられるため、今取り組んでおくべきと考える。 ケースワーカーによる面接、相談、情報提供、訪問などを行うことにより、必要となる適切な支援サービスへ結びつける
とともに、環境整備および家族支援へとつなげることができたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 乳幼児期の発達支援には専門性が必要であり、その専門性を

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 担保し、丁寧な関わりをしていくためには、市が率先して実
□その他 　促進された 施することにより、さまざまな家庭状況の児童に対して、必

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 要なサービスにつなげることができるため。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業に見合わない。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業にそぐわない

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
再生紙の利用、節電等、エコを心掛ける。

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
816 858 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

我孫子市の出生数低下に伴い、未就学児の数が減っているため。しかし、0~5歳
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 762 88.81

児の人口に対する発達センター利用者の割合の変化はない。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,768 △845 8,595 98.03
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△10.67

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 9.79

人 10万円 8.87 90.6

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
乳幼児期の児童への関わり方を保護者が知ることは、発達に支援が必要な児童の今後に関わることであり、大切なことである。そのためには、
乳幼児期の保護者への支援を丁寧に行っていくこと、家族支援が重要であることから、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 469 課コード 1706 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 早期発見・早期療育 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・こども発達センター

個別事業 ケースワーカーによる相談・調整 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,768 千円 (うち人件費 5,280 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点４ ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画・子ども総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必要な子どもに対しては、児童発達支援センターの機能を有するこども発達センタ



を有するこども発達センターにおいて 　発達に支援が必要な子どもとその保護者に対して、子どもの発達状況を的確にとらえ、発達支援を行いま
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的 す。また、子どもの発達状況を明確に保護者に伝え、保護者が子どもの発達特性を知って子育てができるよ
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、 う支援します。また、子育てに対するストレスの軽減を図ります。巡回相談や就学健診等地域支援も行いま
・インテーク時の発達検査・発達評価：支援が必要と思われる児童の発達状況を確認、保護者の主訴を把握 　上記の事業内容について、実施します。
、今後の支援を考えます。児童の発達に関する特徴を客観的に把握し、保護者と共通理解できるようにしま
す。 当該年度
・心理・発達相談：児童の保護者の相談に応じ、保護者が情緒の安定を図り、安心して子育てできるように 執行計画

(3)事業内容 内　　容 援助します。児童の発達状況・課題・特徴を捉え保護者に説明を行い、児童の現状理解や障害の受容を通し
て家族支援を促します。また、就園・就学相談を実施し、児童に適した就学先を選択するように相談を受け
ます。保護者からの希望により引継ぎ資料を作成します。 必要な子どもとその保護者に対して、実施した割合。 想定値 100当該年度
・家庭療育指導：児童の発達状況に合わせ、見る・聞く等の基本的な認知機能を身につけられるように支援 単位 ％

活動結果指標 実績値 100します。また、児童の行動上の問題に対して適切に支援します。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 子どもの発達支援・家族支援・地域支援を実施することで、子どもの成長・発達を促し、保護者に発達特性を理解させ、対応方 直接 実施率 ％ 100 100
法を知らせることで、愛着関係が築かれ、子どもの心の成長・発達も促され、虐待防止もすることが出来る。

令和 2年度 子どもの発達支援・家族支援・地域支援を実施することで、子どもの成長・発達を促し、保護者に発達特性を理解させ、対応方 直接 実施率 ％ 100
法を知らせることで、愛着関係が築かれ、子どもの心の成長・発達も促され、虐待防止もすることが出来る。

令和 3年度 子どもの発達支援・家族支援・地域支援を実施することで、子どもの成長・発達を促し、保護者に発達特性を理解させ、対応方 直接 実施率 ％ 100
法を知らせることで、愛着関係が築かれ、子どもの心の成長・発達も促され、虐待防止もすることが出来る。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報酬費（心理相談員）6名 20,074 嘱託職員報酬費（心理相談員）６名 19,059 5,199 嘱託職員報酬費（心理相談員）６名 19,059 嘱託職員報酬費（心理相談員）６名 19,059
旅費（費用弁償） 973 共済費（社会保険料・雇用保険料） 3,262 794 共済費（社会保険料・雇用保険料） 3,262 共済費（社会保険料・雇用保険料） 3,262
嘱託職員共済費 3,041 費用弁償（交通費） 986 303 費用弁償（交通費） 986 費用弁償（交通費） 986

消耗品費 157 152 消耗品費 157 消耗品費 157
消耗品費 230 燃料費 86 45 燃料費 86 燃料費 86
燃料費 72 修繕費 10 0 修繕費 10 修繕費 10
修繕料 42 手数料 15 15 手数料 15 手数料 15

実施内容 手数料 22 ★１２、３月補正★
自動車損害保険料 26 嘱託職員報酬（心理相談員）３名 △10,562

(8)施行事項
費　　用 駐車場使用料 9 共済費（社会保険料） △1,666

備品購入費 193 費用弁償（交通費） △503
自動車重量税 7 普通旅費 2 2

予算(決算)額 合　　計 24,689 合　　計 10,846 6,510 合　　計 23,575 合　　計 23,575
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 20,151 6,750 2,777 19,479 19,479

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 4,538 □特会 □受益 □基金 ■その他 4,096 3,733 □特会 □受益 □基金 ■その他 4,096 □特会 □受益 □基金 ■その他 4,096
換算人数(人) 0.95 2.9 2.9 1.75 1.75
正職員人件費 8,360 25,520 25,520 15,400 15,400

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 24,088 23,308 6,307 23,306 23,306
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 33,049 36,366 32,030 38,975 38,975
(11)単位費用

330.49千円／％ 363.66千円／％ 320.3
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　障害を持つ子どもや発達に遅れ・歪み・偏りのある、いわゆる「発達に支援が必要な子ども」が増えている。また、家 ●①事前確認での想定どおり
庭の子育て力の低下が指摘されており、子ども自身の発達に問題が見られると虐待のリスクが非常に高くなる。虐待の５ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 割が発達障害を有する子どもであるというデータも出されている。発達に困難を抱える子どもが心を歪ませず、社会に適 ○要
   背景は？(事業の必要性) 応できるようにするため、保護者に対し、子どもの特性を適切に伝え、関わり方を含めた子育て支援を行が必要であると ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

考えられる。 発達特性がある子どもに対して早期発見・早期療育を実現し、社会に適応するため。保護者や子どもに関わる保育者等へ
の支援を行うことができたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 病院等で発達の評価を行うことはできるが、それを生かした

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 療育プログラムや子育てのアドバイス、保護者への助言を行
□その他 　促進された うことができる民間・法人機関は少ない。そのため、今後も

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 子育て相談などに対応できる医療機関や民間事業所の職員の
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された 育成を目指した後方支援を継続していく必要がある。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業にそぐわない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 再生紙の利用、節電等。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
再生紙の利用、節電等、エコを心掛けている。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切な事業実施に務めたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 36,366 △3,317 32,030 88.08
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

募集した嘱託心理相談員２名分が採用できなかったため。

△10.04

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 募集した嘱託心理相談員２名分が採用できなかったため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.27

％ 10万円 0.31 87.1

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
子どもとその保護者の健やかな生活のために、発達特性がある子どもの早期発見・早期療育、保護者・保育者支援など、必要不可欠な事業とな
っていることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 472 課コード 1706 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 早期発見・早期療育 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・こども発達センター

個別事業 心理相談員による相談・訓練 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 2.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 49,095 千円 (うち人件費 25,520 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 36,366 千円 (うち人件費 25,520 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点４ ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画・子ども総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必要な子どもに対しては、児童発達支援センターの機能



ンターにおいて 発達に支援が必要な子どもと障害が確定した子どもの早期発見、療育支援、家族支援、地域支援、教育に関
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的 する支援を充実させ、機能強化を図り、教育施策との関係での支援を位置付けライフステージに応じた一貫
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、 した切れ目のない支援を行う体制を構築し、推進する。
協議内容は、（１）子どものライフステージに応じた一貫した療育・教育支援に関すること。（２）子ども 療育・教育システム連絡会を３回開催し、施策に反映させます。
の将来と自立に向けた発達支援に関すること。（３）家族への支援に関すること。（４）地域における支援 事務局は、教育研究所とこども発達センターが協同で運営します。
に関すること。（５）子ども発達支援計画の進捗状況管理に関すること。（６）療育・教育システム連絡会 当該年度 ５つの部会を開催します。
に関すること。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 以上のことについて、関係機関の代表者で構成する連絡会の委員による情報交換や協議を行ないます。当連
絡会は自立支援協議会と協力関係にあります。
　要領から要綱を作成し、当連絡会の下部組織として、作業部会を５つ設置し、現場からの声を施策に反映 会議の開催回数 想定値 3当該年度
させ、ライフステージに応じた一貫した支援体制強化を図ります。 単位 回

活動結果指標 実績値 3

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 発達に支援が必要な児童の療育や学校教育に関する環境整備の推進を目指します。 直接 会議の開催回数 回 3 3

令和 2年度 発達に支援が必要な児童の療育や学校教育に関する環境整備の推進を目指します。 直接 会議の開催回数 回 3

令和 3年度 発達に支援が必要な児童の療育や学校教育に関する環境整備の推進を目指します。 直接 会議の開催回数 回 3

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

講師報償費 100 講師報償費 50 50 講師報償費 50 講師報償費 50
療育・教育システム連絡会事務局会議 療育・教育システム連絡会事務局会議 療育・教育システム連絡会事務局会議 療育・教育システム連絡会事務局会議
療育・教育システム連絡会の開催（年３ 療育・教育システム連絡会の開催（年３ 療育・教育システム連絡会の開催（年３ 療育・教育システム連絡会事務局会議
作業部会の開催 作業部会の開催 作業部会の開催 作業部会の開催

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 100 合　　計 50 50 合　　計 50 合　　計 50
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 100 50 50 50 50

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.7 0.8 0.8 0.7 0.7
正職員人件費 6,160 7,040 7,040 6,160 6,160

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,260 7,090 7,090 6,210 6,210
(11)単位費用

2,086.67千円／回 2,363.33千円／回 2,363.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　幼稚園や保育園、学校教育現場等において発達に支援が必要な児童が数多く存在しているなかで、発達障害者支援法が ●①事前確認での想定どおり
平成１７年に制定され、平成２４年に児童福祉法の一部改正があり、障害の早期発見・早期療育と施策を講じるに当たっ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ては、医療、保健、福祉、教育などの相互の緊密な連携を確保するよう定められている。これを実現するためには、当連 ○要
   背景は？(事業の必要性) 絡会の円滑な運営と活動が求められている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

発達に支援が必要な子どもがライフステージに応じた一貫した支援が受けられるようにするために、療育・教育システム
連絡会を円滑に運営していくことができたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 発達に支援が必要な子どもがライフステージに応じた一貫し

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 た支援が受けられるようにするためには、市が主導で事業を
□その他 　促進された 行う必要がある。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 作業部会のテーマにより、特別支援学校ＰＴＡ、障害者団体 療育・教育システム連絡会や作業部会では、民間の事業所な ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 民間事業所の参加を求める。 どの代表が参加し、意見をいただいて議論を行っている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 再生紙の利用、節電。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
再生紙の利用、節電等、エコを心掛ける。

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
3 3 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画的に運営できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 3 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,090 △830 7,090 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△13.26

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04

回 10万円 0.04 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
発達に支援が必要な子どもがライフステージに応じた切れ目のない療育・教育を受けるという施策の実現に効果的な事業となっているため、今
後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1410 課コード 1706 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 早期発見・早期療育 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・こども発達センター

個別事業 療育･教育システムの構築 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,090 千円 (うち人件費 7,040 千円）⑦事業費
総事業費 1,890 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点４ ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画・子ども総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必要な子どもに対しては、児童発達支援センターの機能を有するこども発達セ



を有するこども発達センターにおいて 　粗大運動や巧緻運動発達・ＡＤＬ・コミュニケーションなど様々な面の発達支援を行います。それらの中
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的 で、現在・将来に渡る生活を考慮した指導や相談・援助を対象者及びその対象者に関係する方々へ行います
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、 。保護者の相談にのり、子育て支援を行います。
　作業療法訓練が必要と認めた児童を対象に、作業療法士が概ね月１回の頻度で個別訓練・集団訓練・指導 対象児童への個別訓練、集団訓練を定期的に行うため、また評価・相談を行うために、担当者が事前に日程
・相談を行います。また随時、幼稚園・保育園・学校など地域への相談・指導も行うことで、地域支援も行 調整を行う。
います。保護者の相談を行い、健やかな親子関係の構築を行います。 当該年度 ・実施時間…月曜日～金曜日、午前９時から午後５時。

執行計画 ・訓練時間…５０分（１回あたり）
(3)事業内容 内　　容

作業療法訓練を要する児童に作業療法訓練を提供できた割合（％） 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 必要な子どもとその家族に必要な支援を行う。 直接 実施率 ％ 100 100

令和 2年度 必要な子どもとその家族に必要な支援を行う。 直接 実施率 ％ 100

令和 3年度 必要な子どもとその家族に必要な支援を行う。 直接 実施率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報酬（作業療法士）1名 4,226 嘱託職員報酬（作業療法士）１名 4,237 3,635 嘱託職員報酬（作業療法士）１名 4,237 嘱託職員報酬（作業療法士）１名 4,237
旅費（費用弁償） 77 共済費（社会保険料・雇用保険料） 741 589 共済費（社会保険料・雇用保険料） 741 共済費（社会保険料・雇用保険料） 741
共済費 743 費用弁償（交通費） 89 89 費用弁償（交通費） 77 費用弁償（交通費） 77
普通旅費 4 研修旅費 9 1 研修旅費 9 研修旅費 9
研修旅費 5 消耗品費 76 48 消耗品費 76 消耗品費 76
消耗品費 55 ★１２、３月補正★
備品購入費 133 嘱託職員報酬（作業療法士） △529

実施内容 研修負担金 24

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,267 合　　計 4,623 4,362 合　　計 5,140 合　　計 5,140
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,031 1,473 1,409 1,990 1,990

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 3,236 □特会 □受益 □基金 ■その他 3,150 2,953 □特会 □受益 □基金 ■その他 3,150 □特会 □受益 □基金 □その他 3,150
換算人数(人) 0.65 0.85 0.85 0.65 0.65
正職員人件費 5,720 7,480 7,480 5,720 5,720

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 5,046 5,055 4,309 3,777 3,777
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,987 12,103 11,842 10,860 10,860
(11)単位費用

109.87千円／％ 121.03千円／％ 118.42
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　発達に支援が必要な児童が、継続的に安心して受診し、障害についてや将来の生活について相談できる医療機関はなく ●①事前確認での想定どおり
、こども発達センターが部分的にその役割を担っています。また、明らかな原因疾患の無い場合で、運動の協調性などに ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 問題のある児童に対しても指導・相談・援助する機関はこども発達センターしかありません。幼稚園・保育園・学校など ○要
   背景は？(事業の必要性) に対して指導・相談・援助などの地域支援の役割も担っています。このような状況で作業療法士の指導・相談・援助を引 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

き続き行っていくことは、必要と考えます。 作業療法士による相談等を行うことで、発達に支援が必要な子とその家族に必要な支援を行うことができたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 乳幼児期の児童を対象にした作業療法の提供は、市内では市

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が提供している以外の病院や民間事業所がないため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業にそぐわない

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 事業に見合わない。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
再生紙の利用、節電等、エコを心掛ける

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切な事業実施に努めたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,103 △1,116 11,842 97.84
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△10.16

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.83

％ 10万円 0.84 101.2

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市内の病院、民間事業所などで乳幼児期の作業療法士による療育・相談を受けられるところがないため、サービスの提供が必要不可欠であるこ
とから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1722 課コード 1706 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 早期発見・早期療育 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・こども発達センター

個別事業 作業療法士による相談・訓練 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.85 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,620 千円 (うち人件費 7,480 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 12,103 千円 (うち人件費 7,480 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点４ ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画・子ども総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必要な子どもに対しては、児童発達支援センターの機能



こども発達センターにおいて 子どもが成長する段階で関わる機関や支援者から一貫した支援を継続して受けられるようにするため、子ど
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的 もに関する情報を綴る「ライフダイアリー」を保護者に配布し、情報伝達ツールとして活用できるよう支援
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、 する。
子どもに関する基本的情報のほか、各様式に記載できる成長の記録や医療・福祉・療育・教育機関が作成し ・療育教育システム連絡会ライフダイアリー部会を開催し、普及方法を検討する。
た情報を綴るライフダイアリーを希望する対象児とその保護者に配布し、作成に関する援助を行います。ま ・ライフダイアリー作成…１，０００冊
た、子どもの成長の記録を綴りこむことができる、子育て支援ツールの一つとして周知を図り、現時点での 当該年度 ・小学校就学時健康診断でのライフダイアリーのチラシを配布する。
支援の必要性の有無にかかわらず、広く配布を行います。ライフダイアリーは保護者の下で保存・管理して 執行計画

(3)事業内容 内　　容 いただき、その記録を活用し家庭及び関係機関との情報共有化を円滑かつ正確に行うことができるように支
援します。

現年度新生児への全員配布及び転入者のうちの希望者 想定値 1,115当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 827

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 一般の子育てや支援の必要な子どもの、成長・発達状況など、育ちについての情報の伝達が円滑かつ正確に行われる。 直接 ライフダイアリーの配布数 人 1,115 1,150

令和 2年度 支援の必要な子どもについての、情報の伝達が円滑かつ正確に行われる。 直接 ライフダイアリーの配布数 人 1,100

令和 3年度 支援の必要な子どもについての、情報の伝達が円滑かつ正確に行われる。 直接 ライフダイアリーの配布数 人 1,000

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ライフダイアリー消耗品 657 ライフダイアリー消耗品 149 113 ライフダイアリー消耗品 149 ライフダイアリー消耗品 149
印刷製本費 177 印刷製本費 45 45 印刷製本費 45 印刷製本費 45

　
　
　
　

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 834 合　　計 194 158 合　　計 194 合　　計 194
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 834 194 158 194 194

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.15 0.15 0.2 0.2
正職員人件費 3,080 1,320 1,320 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,914 1,514 1,478 1,954 1,954
(11)単位費用

1.96千円／人 1.36千円／人 1.79
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　支援を必要とする子どもが、ライフステージごとに支援の担い手が変わる移行期に、一貫した支援が継続される方策の ●①事前確認での想定どおり
確立は療育・教育システム連絡会においても、千葉県においても早急に整えることが求められている。また、児童福祉法 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の改正に伴い、障害の有無にかかわらず「気になる子」への支援も求められている。ライフダイアリーが普及することに ○要
   背景は？(事業の必要性) より保護者が主体となって情報を管理し、支援を必要とした時に各支援機関への情報提供が容易となり、支援が必要な児 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

童等が安定した社会生活を送るための一助となると考えられる。 出生届提出時に配布するようになり、安定的に配布することができたため。
　
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 出生届時に配布するためには、市が主導で配布窓口を担うこ

■提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 とが必要である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業に見合わない。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業に見合わない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 事業に見合わない。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
再生紙の利用、節電等、エコを心掛ける。

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,115 1,150 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市民課、行政サービスセンターなどでの配布が可能になったが、出生数の減少、
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 827 71.91

相談や支援をする場所以外での配布数が少なかったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,514 2,400 1,478 97.62
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

61.32

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 市民課、行政サービスセンターなどでの配布が可能にな

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 ったが、出生数の減少、相談や支援をする場所以外での

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 75.96 配布数が少なかったため。

人 10万円 55.95 73.66

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
子どもが成長していく段階で支援が必要になった時、切れ目のない一貫した支援が受けられるようにするために、ライフダイアリーの普及は必
要である。そのため、今後も現状とおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1789 課コード 1706 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 療育・教育システムの充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・こども発達センター

個別事業 ライフダイアリー普及事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成23年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,514 千円 (うち人件費 1,320 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点４ ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画・子ども総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必要な子どもに対しては、児童発達支援センターの機能を有する



するこども発達センターにおいて 早期療育の拠点であるこども発達センターの施設を利用する、子どもとその保護者等の利用者が安全・安心
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的 に利用出来るよう施設の維持管理・運営を行う。
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、
こども発達センターの施設利用者が安全・安心、かつ、効率良く利用できるよう施設の維持管理・運営を行 こども発達センターの維持管理、運営。虐待、DV,保護者にメンタル等の問題を抱えている家族や、利用者
う。 のみならずメンタル等に問題を抱えている人も増加している。こども発達センターを利用する子どもとその

当該年度 家族の安全・安心を確保し、安心安全に利用してもらうために防犯カメラを設置する。防犯カメラを設置す
執行計画 ることで、不審者に対して威圧感を与え、犯罪や不正行為を未然に防ぐ。

(3)事業内容 内　　容

施設の維持管理、運営。 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 早急の安全確保及び効率的な利用が出来る施設整備を目的に、建物などの維持管理、運営を行う。 直接 施設の維持管理、運営。 ％ 100 100

令和 2年度 施設の維持管理、運営。 直接 施設の維持管理、運営 ％ 100

令和 3年度 施設の維持管理、運営。 直接 施設に維持管理、運営 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費 32 施設維持消耗品費 20 4 施設維持消耗品費 20 施設維持消耗品費 20
光熱水費 2,475 光熱水費 2,651 2,444 光熱水費 2,651 光熱水費 2,651
施設修繕 185
事務機器使用料 52 通信運搬費 32 32 通信運搬費 32 通信運搬費 32
清掃委託料 3,264 清掃委託料 3,685 3,524 清掃委託料 3,685 清掃委託料 3,685
草刈り委託料 37 草刈り委託料 25 25 草刈り委託料 25 草刈り委託料 25
施設維持消耗品 22 事務機器使用料 52 52 事務機器使用料 52 事務機器使用料 52

実施内容 嘱託職員報酬費（１号）１名 1,801 1,801 防犯カメラ維持管理費 11 防犯カメラ維持管理費 11
嘱託職員共済費（社会保険料、雇用保険 316 302 嘱託職員報酬費（１号）１名 1,801 嘱託職員報酬費（１号）１名 1,801

(8)施行事項
費　　用 費用弁償 57 44 嘱託職員共済費（社会保険料、雇用保険 316 嘱託職員共済費（社会保険料、雇用保険 316

＊ 防犯カメラ設置 443 421 費用弁償 57 費用弁償 57

予算(決算)額 合　　計 6,067 合　　計 9,082 8,649 合　　計 8,650 合　　計 8,650
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,053 9,068 8,633 8,636 8,636

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 14 □特会 □受益 □基金 ■その他 14 16 □特会 □受益 □基金 ■その他 14 □特会 □受益 □基金 ■その他 14
換算人数(人) 0.4 0.3 0.3 0.1 0.1
正職員人件費 3,520 2,640 2,640 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 2,174 2,146 2,167 2,167
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,587 11,722 11,289 9,530 9,530
(11)単位費用

95.87千円／％ 117.22千円／％ 112.89
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

こども発達センターを利用する利用者の利便性や安全を図るため、施設の維持管理、運営をする必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

子どもや保護者が安心して、より良い環境でこども発達センターを利用してもらうために施設に維持管理は必要であった
。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった こども発達センターは、地域の療育施設の拠点のため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業にそぐわない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 再生紙の利用等。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
再生紙の利用、節電等、エコを心掛ける。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

施設維持に関して、現状を的確に把握し事業を実施することができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 11,722 △2,135 11,289 96.31
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△22.27

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.85

％ 10万円 0.89 104.71

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
発達に支援が必要な子どもとその保護者が安全に療育を受けられる施設を維持するため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1914 課コード 1706 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 療育・教育システムの充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・こども発達センター

個別事業 こども発達センター施設の維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,722 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 6,904 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点４ ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画・子ども総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必要な子どもに対しては、児童発達支援センターの機能を有



要な子どもに対しては、児童発達支援センターの機能を有するこども発達センターにおいて 計画的なサービス利用を行うため、児童支援利用計画の作成、事業所や関係機関とのサービス調整などを行
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的 う。
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、
支援の必要な子供やその家族に対して、継続的及び計画的にサービスを利用できるよう児童支援利用計画の 相談支援の充実を図る。
作成、サービス調整を行う。
保護者の相談にのり、子育て支援を行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

児童支援利用計画書の作成数。 想定値 580当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 476

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 児童支援利用計画に沿って支援していく。 間接 児童支援利用計画の作成数。 件 423 580

令和 2年度 児童支援利用計画に沿って支援していく。 間接 児童支援利用計画の作成数。 件 600

令和 3年度 児童支援利用計画に沿って支援していく。 間接 児童支援利用計画の作成数。 件 620

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

3号嘱託職員報酬2名 4,807 ３号嘱託職員報酬２名 5,228 3,138 ３号嘱託職員報酬２名 5,228 ３号嘱託職員報酬２名 5,228
旅費（費用弁償） 206 共済費（社会保険料・雇用保険料） 904 534 共済費（社会保険料・雇用保険料） 904 共済費（社会保険料・雇用保険料） 904
嘱託職員共済費 824 費用弁償（交通費） 206 81 費用弁償（交通費） 206 費用弁償（交通費） 206
研修旅費 31 研修旅費 29 0 研修旅費 29 研修旅費 29
消耗品費 5 消耗品費 5 5 消耗品費 5 消耗品費 5
燃料費 67 燃料費 65 39 燃料費 65 燃料費 65
絆保守委託料 128 駐車場使用料 2 2 駐車場使用料 2 駐車場使用料 2

実施内容 絆更新業務委託料 300 修繕料 10 6 修繕料 10 修繕料 10
駐車場使用料 2 手数料 23 15 手数料 23 手数料 23

(8)施行事項
費　　用 ★１２、３月補正★

３号嘱託職員報酬 △1,572
共済費（社会保険料） △255
費用弁償（交通費） △75

予算(決算)額 合　　計 6,370 合　　計 4,570 3,820 合　　計 6,472 合　　計 6,472
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 245 △3,260 △3,567 △1,358 △1,358

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 6,125 □特会 □受益 □基金 ■その他 7,830 7,387 □特会 □受益 □基金 ■その他 7,830 □特会 □受益 □基金 ■その他 7,830
換算人数(人) 1.25 1.1 1.1 1.05 1.05
正職員人件費 11,000 9,680 9,680 9,240 9,240

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 5,837 6,339 3,753 8,936 8,936
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 17,370 14,250 13,500 15,712 15,712
(11)単位費用

33.4千円／件 24.57千円／件 28.36
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

発達に支援が必要な児童とその保護者に対して、児童支援利用計画を作成できるノウハウを持つ事業所は少なく、発達セ ●①事前確認での想定どおり
ンターが中心となり、保護者の主訴を把握し、その主訴に合った計画を作成する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

児童支援利用計画、サービス等利用計画を作成することで、利用者のサービス向上を図ることができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった こども発達センターが療育の中核施設と位置付けられている

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 。発達に支援が必要な児童へのサービス向上のため、児童相
□その他 　促進された 談支援は不可欠である。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した また、民間相談支援事業所における児童支援利用計画の作成
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 案件が少ない。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業にそぐわない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 再生紙の利用、節電。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
再生紙の利用、節電等、エコを心掛ける。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
423 580 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新規相談は増加しているが、児童支援利用計画の変更申請が減少したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 476 82.07
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,250 3,120 13,500 94.74
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

17.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 受給者証の適用期間内に計画を変更する申請が減少した

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 ため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.07

件 10万円 3.53 86.73

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
個々に必要なサービスが継続でき、円滑に福祉サービスが利用できるように、児童支援利用計画の作成やモニタリング、サービス担当者会議や
サービスの調整を行うことが必要であるため、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2018 課コード 1706 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 早期発見・早期療育 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・こども発達センター

個別事業 相談支援事業所「なの花」の相談支援専門員による児童支援利用計画の作成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 1.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 16,152 千円 (うち人件費 9,680 千円）⑦事業費
総事業費 6,090 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 14,250 千円 (うち人件費 9,680 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点４ ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画・子ども総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必



するこども発達センターにおいて 子どもの発達支援を集団で行うとともに、保護者が安心して子育てできるように支援します。
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、
　たんぽぽ教室は、保健センターでの定期健康診査（1歳6か月・3歳）・相談・訪問・子育て相談、または こども発達センターであそびの教室、たんぽぽ教室を行います。こども発達センター職員が子どもの発達支
発達センターでの相談で必要と認められた子どもとその保護者を対象に行います。月2回（最大6か月）、ケ 援と保護者の子育て支援を行います。
ースワーカー、心理相談員、保育士が親子のふれあい遊び、リズム運動等の遊びを通して、子どもの発達を 当該年度
促し、保護者の子育て支援を行います。利用してもらい子どもの発達状況を確認します。療育が必要と判断 執行計画

(3)事業内容 内　　容 された場合は、こども発達センターにつなげていきます。発達センターの初回面接後、早期に支援していき
ます。
あそびの教室は、ケースワーカーとの初回面接後、利用できる教室です。教室では、集団遊びや制作などの 年間利用者数 想定値 260当該年度
活動を通して児童の行動観察を行います。処遇会議後に必要に応じて適切な支援や療育につなげていきます 単位 人

活動結果指標 実績値 89。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 早期支援を行う。 直接 年間利用者数 人 168 260

令和 2年度 早期支援を行う。 直接 年間利用者数 人 260

令和 3年度 早期支援を行う。 直接 年間利用者数 人 260

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

臨時職員社会保険料 364 嘱託職員社会保険料 484 478 臨時職員社会保険料 346 臨時職員社会保険料 346
臨時職員雇用保険料 28 嘱託職員雇用保険料 30 30 臨時職員雇用保険料 25 臨時職員雇用保険料 25
臨時職員賃金 2,267 嘱託職員報酬（１名） 3,170 3,170 臨時職員賃金（１名） 2,125 臨時職員賃金（１名） 2,125
備品購入費 43 消耗品費 115 115 消耗品費 115 消耗品費 115

修繕費 10 10 修繕費 10 修繕費 10
嘱託職員交通費 143 138

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,702 合　　計 3,952 3,941 合　　計 2,621 合　　計 2,621
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,702 3,952 3,941 2,621 2,621

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.1 0.35 0.35 1.1 1.1
正職員人件費 9,680 3,080 3,080 9,680 9,680

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 3,815 0 0
臨時職員賃金額 2,659 2,496 0 2,491 2,491

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,382 7,032 7,021 12,301 12,301
(11)単位費用

47.62千円／人 27.05千円／人 78.89
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

乳幼児健診等で発達や心理面でのフォローが必要と判断される児童は年々増加し、現在は出生数の2割の子どもとその保 ●①事前確認での想定どおり
護者に対して支援が必要とされています。発達の問題を早期に発見し支援することは、親子関係を良くし、子どもの心を ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 歪ませないことに繋がります。子どもの発達支援と子どもを取り巻く環境、特に、保護者に支援をすることは、子どもの ○要
   背景は？(事業の必要性) 集団適応を促し、将来的に支援をする数が少なくなっていくと考えられます。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

療育を早期に開始することで、安定した親子関係を築くことで、子どもの健やかな成長・発達を促すことができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 施設の整備や職員の確保が可能である市が、様々な環境にあ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 る就学前の児童を把握し、継続的に支援を行うことが必要で
□その他 　促進された ある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業にそぐわない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 再生紙の利用、節電。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
再生紙の利用、節電等、エコを心掛ける。

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
168 260 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

初回面接後、待機することなく療育を始められた。また、就労している保護者が
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 89 34.23

多く、あそびの教室に参加できなかったことも影響していると考えられる。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,032 5,350 7,021 99.84
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

43.21

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 初回面接から療育が開始されるまでの待機期間が短かっ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 たために、あそびの教室への参加の機会が少なかった。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.7

人 10万円 1.27 34.32

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
たんぽぽ教室の会場を発達センターで行うことにより、発達センターを利用することへの抵抗感が下がり、より多様な家族とその子どもへ適切
な支援を早期に行えるようになった。受理面接から支援開始まで切れ目なく支援をするために必要な事業であり、今後も現状どおり推進してい
く。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2101 課コード 1706 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 早期発見・早期療育 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・こども発達センター

個別事業 あそびの教室による早期支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,701 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,032 千円 (うち人件費 3,080 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点４ ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画・子ども総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必要な子どもに対しては、児童発達支援センターの機能を有



ンターにおいて 発達に支援が必要な子どもの保護者が子どもに適した就学先を選択できるように、子ども自身が学校の生活
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的 において適応し、集団生活を楽しく送れるように支援します。
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、
理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理相談員、児童発達支援員が、保護者が子どもに適した就学先を ・就学説明会の実施（３月、４月）
選択できるよう、就学に関する相談を受けます。教育委員会、教育研究所と協働で就学に関わる説明会を年 ・学校見学・体験案内送付
中・年長児の保護者に対し開催します。また、教育委員会や特別支援学校から提供があった見学・体験の案 当該年度 ・教育支援委員会の出席
内の配布を行います。なお、就学に際し、保護者から希望に応じて、引継ぎ資料を作成します。また、小学 執行計画 ・引継ぎ希望調査書作成・送付

(3)事業内容 内　　容 校とこども発達センターで保護者から同意を得た年長児について、引継ぎをします。 ・引継ぎ資料作成
・就学相談（通年）
年長児童とその保護者に対して支援した割合 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 年長児童とその保護者に対して支援することで、適正就学を促し、子ども自身が学校生活を円滑に送れるようになる。 直接 支援率 ％ 100 100

令和 2年度 年長児童とその保護者に対して支援することで、適正就学を促し、子ども自身が学校生活を円滑に送れるようになる。 直接 支援率 ％ 100

令和 3年度 年長児童とその保護者に対して支援することで、適正就学を促し、子ども自身が学校生活を円滑に送れるようになる。 直接 支援率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

就学説明会の開催 就学説明会の開催 就学説明会の開催 就学説明会の開催
就学支援委員会の出席 就学支援委員会の出席 就学支援委員会の出席 就学支援委員会の出席
引継資料作成 引継資料作成 引継資料作成 引継資料作成
就学相談 就学相談 就学相談 就学相談

印刷製本費 19 18 印刷製本費 19 印刷製本費 19
消耗品 80 80 消耗品 80 消耗品 80
引き継ぎ会の実施 引き継ぎ会の実施 引き継ぎ会の実施

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 99 98 合　　計 99 合　　計 99
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 99 98 99 99

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.7 0.5 0.5 0.7 0.7
正職員人件費 6,160 4,400 4,400 6,160 6,160

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,160 4,499 4,498 6,259 6,259
(11)単位費用

61.6千円／％ 44.99千円／％ 44.98
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

発達に支援が必要な子どもは、学校生活において不適応を起こしやすい素因を持っているため、適正就学は子どもの発達 ●①事前確認での想定どおり
を促すとともに精神的な強さも身につけられるというエビデンスがあり、学校生活をスムーズに送れることは、将来的に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 社会に出て働ける力がつくことになり、事業実施の必要性がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

発達センターを利用した子どもとその保護者に対し、就学についての相談に各専門職が応じることができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市内小学校の特別支援教育についての説明会や見学・体験の

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 案内については、市が主導で行う必要がある。教育委員会と
□その他 　促進された 連携を図り、子どもに合わせた就学支援を実施できた。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業に見合わない。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業にそぐわない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 再生紙の利用、節電。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
再生紙の利用、節電等、エコを心掛ける。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

就学に関する支援を希望した家庭に対して、就学先の選択の相談を行った。また
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

、就学先に対しては文書や面接での引継ぎを行った。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,499 1,661 4,498 99.98
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

26.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.22

％ 10万円 2.22 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
教育委員会と連携を図りながら、適切に就学支援を行った。今後も子どもに合わせた支援を行うために現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2138 課コード 1706 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 療育・教育システムの充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・こども発達センター

個別事業 就学に関する相談・支援業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,499 千円 (うち人件費 4,400 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点４ ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画・子ども総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必要な子どもに対しては、児童発達支援センターの機能を有するこども発達セ


